
学校法人吉田学園 大阪アミューズメントメディア専門学校 令和７年度 自己点検評価

３：基準を満たしており特筆すべき取組を行っている、２：概ね基準を満たしている、１：基準を満たしておらず改善が必要

1、教育理念・目的・目標 1-1 教育理念、目的及び目標の設定等 教育理念等を踏まえ、当該専門学校としての目的及び目標を明確に設定し、養成す
る人材像を明確にしていること。 2

①状況説明
【教育理念】
産学共同・現場実践教育を引き続き理念に掲げ、エンタテインメント業界の第一線で、プロとして永く活躍できる人材の育成を目指す。
【養成する人材像】
即戦力となる高い専門技術、現場の環境変化に柔軟に対応できる豊かな想像力、社会人としての高い人間性とコミュニケーション能力を有する人材。

②課題及び今後の改善方策

学科毎の養成する人材が公開されていないため、理念や学校の養成する人材像と同様に公開する必要がある。

３：基準を満たしており特筆すべき取組を行っている、２：概ね基準を満たしている、１：基準を満たしておらず改善が必要

２、教育課程、教育の実施、
学修成果

2-1 教育課程の編成と授業科目

1 学校の目的・目標及び養成する人材像を実現するために必要な教育課程編成・実
施方針を作成した上で、教育課程を体系的に編成し、系統性・段階性に配慮した授
業科目を配置していること。

3

2 外国人留学生に対して、日本国内に就職する際に必要となる日本社会の理解の
促進に資する授業科目を300時間以上開設していること。 ※

2-2 教育の実施

1 授業科目内容に応じ、講義、演習、実験、実習又は実技など、適切な授業形態で
教育が実施され、かつ、適切な教材が用いられるとともに、成績評価基準に基づき
成績評価を行っていること。

2

2 企業等と連携した、実習、実技、実験又は演習等の授業を行っていること。教育
目標の達成に必要な企業等と連携した実習・演習等の単位時間または単位数の総授
業時数に占める割合を具体的に設定していること。

2

2-3 単位・卒業認定
学校の目的・目標及び養成する人材像を実現するために必要な卒業認定方針（資
格・免許等を含む修得させる職業能力を含む）を学科・コースごとに定め、当該方
針に基づき卒業の認定をしていること。

2

2-4 学修成果目標の達成状況

1 卒業認定方針を踏まえ、学科、コースごとに職業能力を含む資質能力の修得（資
格・免許等の取得や知識・技術・技能の修得含む。）についての目標を定め、その
目標が達成できていること。

2

2 学生が望む進路の実現に関する目標を定め、その目標が達成できていること。 2

①状況説明
小項目2-1-1について、「産学共同・現場実践教育」の理念の下、本学が目指す人材育成のため、全ての学科で実務経験のある教員による授業を展開している。カリ
キュラムはこれら実務経験のある教員の助言を受け、学生が目指す業界の最新の知識と技術が習得できるよう作成し、体系的な教育課程の編成を行っている。また、教
育課程の編成及び授業運営については教育課程編成委員会に報告され、各分野において深い知見を持つ外部の委員からの意見も取り入れている。委員からの意見は教職
員間で共有され、カリキュラムの改善に反映し教育の質の維持・向上に努めている。

※小項目2-1-2については、外国人留学生キャリア形成促進プログラムの認定を受けている学科において、留学生数が2分の1以内のため認定要件となっていない。
小項目2-2-1について、各授業は講義・演習・実習をその内容により適切な形態で実施している。教材は担当講師がシラバスに記載の到達目標及び学習計画を鑑み、適
切な教材を検討し使用している。また成績評価は学生に配布される履修要項に明記され、各科目、シラバスに記載の評価基準に沿った評価を実施している。

小項目2-2-2について、本学では建学以来、学生が目指す分野の実務経験者が講師となり、実践的な授業を展開している。企業と連携した科目以外にも多くの授業が演
習・実習形式で実施され、即戦力として企業・業界で活躍する人材の輩出に繋がっている。また関連企業の協力を得て、学生がインターンシップとして仕事の機会を得
ることが出来ている。

小項目2-3について、卒業認定の要件を入学時に配布される履修要項に記載し、学生に共有している。卒業認定は卒業認定会議にてディプロマポリシーと照らし合わ
せ、本学が目指す人材として必要な素養を身につけたと認められる学生に対し、専門士を授与している。職業能力の習得の判断については、学科担任がシラバスに記載
の到達目標の達成度を講師と確認し、卒業認定会議で校長及び教務部長に報告をしている。

小項目2-4-1について、現状、学科毎の卒業認定方針を明記したものがないため、作成を進めているところである。資質能力の習得については、シラバスに記載の各科
目の到達目標に照らし合わせて、その達成度を判断している。

小項目2-4-2について、本学の学生はその多くが明確な目標を持ち、目指す分野に繋がる学科へ入学をしている。教育課程の編成も、学生の希望する分野への就職に必
要な知識と技能が習得できるカリキュラムを組み、各学科で目指す分野への就職者を出すことが出来ている。年２回の担任との定期の面談、或は希望者には随時面談対
応を行い、進路や学校生活における課題を解決し学習意欲の低下の防止にも努めている。万一、就学途中で他分野への進路変更が有った場合でも、担任とキャリアセン
ターが連携して就職サポートを実施し、就職へと繋げる事が出来ている。

②課題及び今後の改善方策
・生成AIの急激な進歩・普及に対し、一部、技術面の指導と合わせた著作権侵害のリスク、或はクリエイターとしての倫理観の育成に課題を残している。AIの取り扱い
については本校のAIステートメントに則り運用をしているが、業界の最前線で活躍する講師や教育課程委員会委員から最新の情報を得つつ、学生指導のアップデートを
図っていく。
・分野によってはインターンシップに繋がり辛い学科や当該分野への就職が狭き門となっている学科もあり、その成果にバラつきが出ている。そのため各分野において
更に企業・業界との繋がりを構築していく必要がある。

大項目 小項目 評価基準 評価結果

大項目 小項目 評価基準 評価結果



３：基準を満たしており特筆すべき取組を行っている、２：概ね基準を満たしている、１：基準を満たしておらず改善が必要

３、学生の受入れ、学生支援

3-1 学生募集及び入学者選抜、収容定
員の管理

1 入学者の受け入れ方針、入学選考基準、方法を定め、入学希望者に明示し、入学
者の選考を公正に行い、合否を決定していること。 2

2 学生の受入れは、入学定員に基づき適正に行っていること

3-2 自主的な学習の促進に対する支援
学生の学力や学習状況を把握し、入学前教育や補習授業を行うなど学習支援に取組
んでいること。学生の円滑な学習に向け、シラバスの活用による学習成果の向上や
自主的な学習に関する適切な支援を行っていること。

3

3-3 多様な学生に対する支援

1 適切な体制を構築し、障がいのある学生、海外からの留学生、社会人経験者な
ど、多様な学生に対する支援を行っていること。

2
2 特に海外からの留学生について適正な在籍管理、進路(就職)指導を行うととも
に、日本人学生との交流の機会が確保されていること。

3-4 学生生活に関する支援

1 カウンセラーの配置、相談室の設置など、学生の相談に対応するための環境整備
を行い、適切に運営していること。

2

2 留年者、退学希望者など学習の継続に困難な問題を抱える学生に対し適切な対応
を行っていること。

3 学校保健安全法に基づく学校保健計画を策定し、学生の心身の健康管理体制を整
備し、適切に運用していること。

4 学生の経済的側面に対する支援体制を整備し、適切に周知、運用していること。

5 学生のキャリア支援、就職支援に対する支援体制を整備し、適切に周知、運用し
ていること。

①状況説明

小項目3-１について、募集要項にアドミッションポリシー、出願資格、選考方法、募集定員、出願手続等を明記し、入学希望者へ周知したうえで実施している。入学者
選抜は、AO入学、特待生入学、公募推薦入学、一般入学等の各制度ごとに定めた基準に基づき、書類選考、面接、実技試験等を適切に実施し、公正な選考に努めてい
る。また、募集定員に基づく適正な定員管理を行っており、令和7年度募集においては、アニメーション学科が定員に達したため受付終了の案内を行った。
小項目3-２について、学生の入学前の支援として各学科でプレスクールを実施し、入学後の授業の導入として短縮版の授業を実施している。入学後は、講師とは別にア
シスタントやチューターが常時学生の学習支援にあたっている。また自主的学習に取り組む学生については、空き教室を積極的に提供し自律学習の支援を行っている。
学生の学習及び生活指導の状況は、学生管理ツールにより入学前から一元管理がされており、教職員は必要な学生情報をいつでも確認することができる。
小項目3-３について、留学生、社会人経験者等、多様な背景を持つ学生に対し、担任・学生課・キャリアセンターが連携しながら支援を行っている。留学生について
は、出席状況や学習状況の確認に加え、必要に応じて個別面談を実施し、学校生活への適応や進路選択に関する支援を行っている。また、在留資格に関する手続き等に
ついても必要に応じて案内・支援を行っている。進路指導については、キャリアセンターおよび学科担当者が連携し、留学生を含む学生に対して個別相談や就職支援を
実施している。また、授業・学校行事・共同制作等を通じて、日本人学生と留学生が交流する機会を設けている。社会人経験者や再進学希望者に対しては、「再進学支
援制度」を設け、学費負担の軽減を目指している。

小項目3-４について、学内に学生相談室を設置し、カウンセラーと連携して学生からの相談に対応するための環境を整備している。また、クラス担任による定期的な面
談に加えて、学習の継続が困難な問題を抱える学生に対しては、都度、対面またはオンラインでの面談可能な体制を構築し、中退率の低減を図っている。
経済的側面における支援は学生課が担い、奨学金等の制度変更があった際には適宜周知を行っている。キャリア支援および就職支援については、キャリアセンターが担
当している。各学科に進路担当者を配置し、責任の所在が明確な体制を整えている。

②課題及び今後の改善方策

・入学希望者が出願区分や選考方法をより理解しやすいよう、募集要項およびホームページ上の情報発信について、継続的な見直しを行う他、定員到達時における情報
周知について、より迅速かつ分かりやすい案内方法を検討する。
・留学生数の増加や学生背景の多様化に伴い、支援内容も複雑化しているため、今後は教職員間の情報共有体制や相談対応フローの整理を進める他、多様化する学生に
対する支援に関する知識・対応力向上を目的として、外部研修等を活用しながら担当者のスキル向上を図る。
・令和8年度からは、留学生の支援及び日本語学科設置準備のために「国際交流課」を設置し、留学生支援体制及び留学生事務機能の強化を進めていく。
・学生支援に関する各種制度、相談窓口、健康管理について周知するため、入学時オリエンテーションの配布資料は更新し、学校保健計画については、小項目5-2と一
体化させ、「学校保健安全計画」として作成することも検討している。

大項目 小項目 評価基準 評価結果



３：基準を満たしており特筆すべき取組を行っている、２：概ね基準を満たしている、１：基準を満たしておらず改善が必要

４、教育実施組織・教員

4-1 教員の配置、募集、採用

1 教育課程を実施するのに必要な、資格・要件を備えた教員を確保するために基準
等（教員の採用基準等）を整備し、適正に運用していること。

2
2 教員の常勤・非常勤、年齢構成等、また教員一人当たりの授業時数等を把握して
いること。また、教員の専門性、教授力を把握、評価していること。

4-2 教員の組織編制等
1 学校の目的に応じた分野の区分ごとに必要な教員組織を整備し、業務分担、責任
体制を規程等で定めていること。 2

2 教員間で連携、協力体制を構築していること。

4-3 教員の資質の向上

1 学校の教育活動の改善、工夫を行うFD(Faculty Development)などの取組や、
教員の研究活動、自己啓発等への支援を行っていること。

22 特に職業実践専門課程においては、企業等と連携して組織的に行っていること。

3 教員の授業及び指導力等を修得・向上するための研修を企業等と連携して、組織
的に行っていること。

①状況説明

小項目4-１について、業界の動向を踏まえ、最新の知識やスキルを指導できる専門性の高い教員を確保するため、校長、教務部長、学科主任による厳正な選考体制を構
築している。選考にあたっては、履歴書等の確認に留まらず、ポートフォリオや商業作品への参加実績（開発・出演・執筆等）を厳格に審査している。また、適切な教
育環境を維持するため、教員の常勤・非常勤比率、年齢構成、教員一人当たりの授業時数を管理し、適宜見直しを図っている。教員の専門性や教授力については、担任
による授業見学等を通じて把握し、各教員にフィードバックを行う他、各学科にて講師会を実施し、教職員間での情報共有に努めている。

小項目4-２について、各学科を適切かつ組織的に運営するため、必要な資格・要件を満たしているだけでなく、豊富な実務経験を備えた教員組織の編制に努めている。
教員の配置にあたっては、担当科目の専門性や指導能力を総合的に考慮しながら、基準に準じた適正な配置・編制を基本方針としている。

小項目4-３について、教育活動の質を組織的に向上させるため、各種FD活動の推進や、教員個々の研究活動・自己啓発への支援を行っている。特に近年の急速な技術革
新に対応するため、生成AIをはじめとする最先端技術の研究・教育応用に関する支援を教員毎に個別に行うなど、状況に応じた指導力の向上を目指している。また、職
業実践専門課程において企業等との連携を軸とした活動を展開しており、教員の授業力や指導力を実務レベルに引き上げるための専門研修についても、企業等と連携し
ながら各学科の特性に応じて毎年の実施や状況把握に努めている。

②課題及び今後の改善方策

・教員の指導力向上や最先端技術の研究支援はおおむね機能しているが、今後はこれらの成果を客観的に検証できるよう、研修・研究支援に関するガイドラインの策定
を検討する他、各教員の研修受講履歴やFD活動記録を管理する仕組みを標準化し、個々の取り組みが組織の成長へと確実に繋がる仕組みを築いていく。
・教員の選考基準や評価方法を明文化し、組織として指導力の向上と研究体制のさらなる強化を図る。

３：基準を満たしており特筆すべき取組を行っている、２：概ね基準を満たしている、１：基準を満たしておらず改善が必要

５、教育環境

5-1 教育環境の整備

1 教育上の必要性に対応できる施設・設備、機械器具等を備えていること。

22 学生の学習支援のための施設(自習室等)を整備していること。また、学生の休
憩、食事のためのスペースを確保していること。

3 図書室を設置し、専攻分野の教育に必要な専門書及び参考図書を配架し、必要に
応じて学生が閲覧できるようにしていること。

5-2 安全対策、防災組織
1 学校保健安全法に基づく学校安全計画を策定し、学校における安全対策を適切に
行っていること。 2
2 火災の発生や防災に関する組織体制を整備し、適切に運営していること。

5-3 施設・設備等の点検、改善等
1 施設・設備等の日常点検、定期点検、補修等を適切に行っていること。

2
2 施設の改築・改修、設備の更新等の計画を定め、適切に実施していること。

①状況説明
小項目5-１については、学生数の変動と学科およびコース編成の変更に対応するため、令和8年3月に教室の配置変更工事を行った。またPC等の電子端末とソフトウェ
アは、定期的な入れ替えにより、学生が目指す業界の要求水準を満たす学習環境を確保している。
放課後と昼休みの時間帯は、普通教室を自習室として開放し、飲食も許可している。
図書は、図書室での管理に加えて各学科の教室にも専攻分野の教育に必要な専門書及び参考書を配置し、学生が常に閲覧・活用できるようにしている。
小項目5-２については、学生課が主体となって本校の「防災マニュアル」をもとに、毎年5月に消防署と連携した避難訓練を実施している。また、本校校舎は令和6年に
津波避難ビルとして指定され、大阪市から災害用備蓄物資の提供を受けている。
小項目5-３については、管理会社と連携のうえ、建築基準法や消防法等の法令に基づく定期点検（消防設備、排煙、水質、エレベーター保守、害虫駆除等）を実施し、
大阪市に報告している。補修が必要となった場合は、適宜速やかに対応している。

②課題及び今後の改善方策
本校の防災マニュアルは、主に地震や津波等の自然災害を想定したものとなっている。そのため今後は、事故や不審者侵入といった人的災害・リスクにも対応すべく、
枠組みを広げた「危機管理マニュアル」へと改訂を進める予定である。
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３：基準を満たしており特筆すべき取組を行っている、２：概ね基準を満たしている、１：基準を満たしておらず改善が必要

６、教育活動の基盤と改善・
向上の取組

6-1 中期事業計画と財務基盤

1 当該専修学校が策定している中長期的計画に、教育目的、教育目標の実現に向け
た具体的な内容が位置付けられていること。

2
2 当該専修学校の教育活動を安定して遂行するために必要かつ十分な財務基盤を確
立していること。

6-2 学校運営 学校運営の組織体制を整備し、適切な運営が行われていること（職業教育に関する
マネジメント（教育の企画・設計・運営等）における責任体制を含む。）。 2

6-3 学校評価の実施と改善活動

1 学校関係者評価委員会、教育課程編成委員会等外部からの意見を反映するなど、
関連企業等団体、地域社会等からの意見を当該専修学校の運営やその改善・向上に
おいて活用していること。

3
2 特に職業実践専門課程においては、教育課程編成委員会を年２回以上開催してい
ること。

3 学校評価を実施し結果及び改善状況についての情報を公表していること。

4 学校評価の結果に基づく改善への取組を組織的かつ継続的に行っていること。

6-4 社会からの理解と情報の公表

1 当該専修学校の教育活動、学修成果、学校運営等の状況に関する情報を積極的に
公表していること。

3
2 教育目的・目標の達成状況や活動状況について関連する教育機関、産業界等をは
じめ、社会全体からの理解を得るよう取組んでいること。

①状況説明

小項目6-１について、教育体制の強化を図るため、外部の意見を取り入れながら改善策を構築し、それらを評議員会及び理事会にて諮り、中長期計画として実現に向け
た具体的な指針として定めている。

小項目6-２について、前受金保有率、運用資金余裕比率ともに評価基準値を上回る数値を維持しており、安定した財務基盤を確保していると言える。また、財務情報は
評議員会及び理事会にて報告される他、ホームページにて公開を行っており、透明性・健全性を確保している。

小項目6-３について、学校関係者評価委員会および教育課程編成委員会を継続的に開催し、外部委員からの意見を学校運営および教育活動の改善に活用している。教育
課程編成委員会については、職業実践専門課程の要件に基づき年2回開催し、業界動向や求められる人材像、教育内容に関する意見を踏まえながら、各学科のカリキュ
ラム見直しや教育内容の改善を行っている。学校関係者評価委員会では、教育活動、学生支援、就職支援、留学生支援、学生募集等について外部委員より意見を聴取
し、学校運営の改善に活用している。特に令和7年度は、留学生支援体制の強化、メンタルケア体制の整備、業界ニーズを踏まえた教育内容の見直し等について重点的
に検討を行った。

小項目6-４について、学校ホームページ、募集要項、学校案内等を通じて、教育内容、学科構成、入学者選抜、学費、就職状況等の情報を社会に向けて公表している。
また、オープンキャンパスや学校説明会、高校ガイダンス等を実施し、入学希望者および保護者、高等学校等に対して学校理解の促進に努めている。学校評価について
は、学校関係者評価委員会および教育課程編成委員会を実施し、報告書を作成するとともに、学校関係者評価実施規程に基づき、学校ホームページ等を通じた情報公開
を行っている。また、SNS等を活用し、学校行事や学生作品、教育活動等に関する情報発信を継続的に行っている。さらに、淀川区との包括連携協定に基づき、地域活
性化への協力、区政情報のPR、区民向けイベントの運営支援等に継続的に取り組み、エンタテインメント分野の専門性を活かした地域貢献活動を推進している。また、
高等学校等への出張授業や地域・行政機関と連携した教育活動・社会貢献活動を実施し、学生が学修成果を社会に還元する機会を創出するとともに、地域社会との連携
強化および学校理解の促進に努めている。

②課題及び今後の改善方策
・単年度の事業報告書についてはホームページにて公開しているが、中長期計画については現状公開していない。今後は学校としての方針やビジョンを社会に対し明確
に伝えるための仕組みの再検討が必要である。
・学校情報の公開については継続的に実施しているが、入学希望者や保護者、社会から求められる情報は多様化しているため、発信する内容や公開方法については継続
的な見直しが必要である。今後は、学校ホームページやSNS等を活用しながら、教育活動や学生支援、学校評価等に関する情報を、より分かりやすく発信できるよう改
善を進める。

以上
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